
様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 

（契約番号）４２８２０００３１８ 

農山村地域復興基盤総合整備事業（南相馬地区）ため池放射性物質対策詳

細調査設計業務委託 

履行場所 南相馬市鹿島区小山田字中丸地内外 

種  類 委託 

概  要 

詳細調査    １９１箇所 

 詳細調査   １９１池 

  現況調査１式、空間池底線量測定１式 

  解析業務1式、点検取りまとめ１式 

 実施設計   １９１池 

  深浅測量・平面測量１式、図面作成・数量計算1式 

  施工計画及び仮設計画1式、工事費積算1式 

相

手

方 

名  称 福島県土地改良事業団体連合会 

代 表 者 会長 車田 次夫 

所 在 地 福島県福島市南中央三丁目３６番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

☑２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 当該業者は、福島県内のため池の特性・状況等について見識があり、当市においても平

成２７年度の詳細調査を実施ししたことから、当市のため池についても熟知しており、最

も効率的に業務を行うことができること、また、本業務を行うためには、国が定めた「た

め池放射性物質対策技術マニュアル」の指針により、日本原子力開発機構と福島県土地改

良団体連合会が共同開発した「セシウム水中測定検出器」機材の使用が必須であり、他企

業への貸出しや同等の性能の機材が無いことから、当該業者と随意契約を行いたいもので

ある。 

 

 

工事等担当課名 〔 農林整備課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００３１９ 

ふくしま森林再生事業森林整備等（鹿島３５林班外）総合監理業務委託 

履行場所 南相馬市鹿島区小山田地内 

種  類 業務委託 

概  要 

 森林整備業務、路網整備工事、放射性物質拡散防止対策工事の総合監理

業務 

森林整備等 

森林整備 植栽工1.67ha、間伐6.51ha、更新伐17.57ha、 

路網整備 作業道（新設）1,740ｍ 

放射性物質対策 

土砂流出防止対策 丸太筋工930ｍ 

相

手

方 

名  称 福島県森林組合連合会 

代 表 者 代表理事会長 秋元 公夫 

所 在 地 福島県福島市中町５番１８号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務は、南相馬市原町区小山田地内外の森林整備業務、路網整備工事、放射性物質拡

散防止対策工事の総合監理業務である。当該総合監理業務においては、年度別事業実施計

画の作成業者が森林整備等の設計内容を熟知しており、最も効率的に業務を行うことがで

きるため、上記業者と随意契約するものである。 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 農林整備課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 

（契約番号）４２８２０００３３７ 

農業水利施設等保全再生事業（南相馬地区）ため池放射性物質対策工業務

委託 

履行場所 南相馬市鹿島区小池字ミタラセ地内外 

種  類 委託 

概  要 

農業用ため池 ３０池 

対策工    ３０池 

対策範囲 Ａ＝１０６，１２０㎡ 

対策厚  ｔ＝１５㎝～３０㎝ 

  ポンプ浚渫工 1式 

相

手

方 

名  称 南相馬市復興事業協同組合 

代 表 者 理事長 石川 俊幸 

所 在 地 南相馬市原町区錦町一丁目２５番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

☑２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 当該業者は、震災後の復興において市内全域の建設業者が集結した業者であり、津波、

地震被災によるガレキ解体や生活圏除染や農地除染での大手企業と連携した作業に従事を

しており、ため池放射性物質の対策においても、平成２５、２６年と市内の実証実験や福

島県内のため池の実証実験に参加し、対策工法に対して見識がある業者を多数有している。 

また、ため池の対策に伴う池底の除去も営農再開をしているため池については、農閑期

である１０月～３月の間の期間ででしか作業が行えないことから、３年程の期間が必要と

している。このため、業務の規模・内容等から大量の機械が必要であるが、単独業者（１

社）では、農閑期にしか作業を行えない場合、工期内履行が困難であるため、市内全域の

建設業者で組織されている上記組合との随意契約を行いたいものである。 

 

 

工事等担当課名 〔 農林整備課                          〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 

（契約番号）４２８２０００３３９ 

農業水利施設等保全再生事業（南相馬地区）ため池放射性物質対策工発注

者支援業務委託 

履行場所 南相馬市鹿島区小池字ミタラセ地内外 

種  類 委託 

概  要 

発注者支援業務   １式 

発注者支援    １式 

打合せ   １６５回 

 業務委託     １式 

  委託管理   ３０池 

  監督員補助 ３７２日 

 旅費交通費    １式 

相

手

方 

名  称 福島県土地改良事業団体連合会 

代 表 者 会長 車田 次夫 

所 在 地 福島県福島市南中央三丁目３６番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

☑２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 当該業者は、福島県内のため池の特性・状況等について見識があり、「ため池放射性物質

対策技術マニュアル」の策定においても携わっており、対策工の技術的見識のある業者で

ある。当市においても平成２７年度の詳細調査を実施ししたことから、当市のため池につ

いても熟知しており、対策工の発注者支援を行う業者としては、最も効率的に業務を行う

ことができるため、当該業者と随意契約を行いたいものである。 

 

 

工事等担当課名 〔 農林整備課                          〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００３４６ 

農集排鹿島北部地区管路・処理施設改築実施設計業務委託 

履行場所 南相馬市 鹿島区山下地内 外 

種  類 委託 

概  要  老朽化した北部処理区の管路及び処理施設の改築実施設計業務 

相

手

方 

名  称 福島県土地改良事業団体連合会 

代 表 者 会長  車田 次夫 

所 在 地 福島県福島市南中央三丁目３６番地 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務は老朽化した北部農業集落排水施設の管渠及び処理施設の昨年度実施した調査診

断に基づく実施設計業務である。 

現状、北部処理区については、管路からの不明水の侵入や処理施設の老朽化にともなう

故障発生が顕著であり施設の改修が急務となっている。 

 上記業者は本施設の建設設計業者であり本業務の前段である調査診断業務を行ってお

り、当該施設を熟知し的確かつ迅速な業務遂行が可能なのは農業集落排水施設の設計を専

門とする当該業者のみであることから、地方自治法施行令第１６７条２第１項第２号によ

り随意契約としたい。 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 下水道課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００３５０ 

小高区市街地整備（復興拠点施設）実施設計業務委託 

履行場所 南相馬市小高区本町一丁目地内 外 

種  類 委託（建築） 

概  要 

建築設計（確定測量設計含む） 

・コミュニティ施設、店舗 

・電気、給排水衛生設備、外構整備工事 

・確定測量設計業務 

相

手

方 

名  称 山本堀・ＵＲリンケージ設計共同体 

代 表 者 代表取締役 地引 重巳 

所 在 地 東京都渋谷区猿楽町29-18 Ａ-9 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

☑２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務は、原発事故により５年４か月もの間、居住を制限され、「まち」や「地域」とし

ての機能が失った小高区の復興・再生を図るために、多世代が地域内外の交流を広げ、地

域の活性化と賑わいを創出することができる復興拠点施設について小高区の中心市街地に

整備することとしている。 

上記業者は、本業務の前段において基本設計を行っており、市民との検討事項や施設の

機能等を十分に熟知していることから、基本設計の趣旨を踏まえ的確かつ迅速な実施設計

業務を履行できるのは当該事業所のみであることから、地方自治法施行令第１６７条の２

第１項第２号により随意契約としたい。 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 小高区地域振興課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００３６４ 

南相馬市復興工業団地事業（第２期）積算業務委託 

履行場所 南相馬市原町区上渋佐・萱浜地内 

種  類 造成工事積算業務 

概  要 造成工事の積算 面積 約３７ha 

相

手

方 

名  称 一般財団法人 ふくしま市町村支援機構 

代 表 者 理事長 遠藤 雄幸 

所 在 地 福島市中町７番１７号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

本業務は、南相馬市復興工業団地事業（第２期）の詳細設計成果品に基づいて、工事発

注に必要な積算書、数量計算書、工事発注図面、その他積算に要する資料等を作成する業

務である。 

業務遂行にあたっては、福島県が定める土木工事標準積算基準によることを基本として

いるが、必要に応じては国や公的機関が定める積算基準を参考にすることや見積を収集し

て新たに基準を作成しなければならないことがあるなど、積算基準に関する知識と情報を

熟知していることが求められる。 

また、積算業務は、発注者業務を代替・補完する業務であることから、守秘性、中立性、

正確性が求められる。 

一般財団法人ふくしま市町村支援機構は、市町村の建設事業執行を補完するために設立

された公益法人で、同様の積算業務について県内市町村から多くの受託実績があり、関係

するデータ等の蓄積、信頼性、技術力、経験等から判断し、優れた成果品が期待できる上

記業者を内申したい。 

 

 

工事等担当課名 〔 商工労政課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 



様式第１号（第７条関係） 

随 意 契 約 理 由 書 

契

約

内

容 

件 名 等 
（契約番号）４２８２０００３６８ 

ふくしま森林再生事業森林整備等（鹿島３４林班）総合監理業務委託 

履行場所 南相馬市鹿島区小山田地内 

種  類 業務委託 

概  要 

 森林整備業務、路網整備工事、放射性物質拡散防止対策工事の総合監理

業務 

森林整備等 

森林整備 間伐0.22ha、更新伐10.41ha、 

路網整備 作業道（新設）2,480ｍ 

放射性物質対策 

土砂流出防止対策 丸太筋工76ｍ 

相

手

方 

名  称 福島県森林組合連合会 

代 表 者 代表理事会長 秋元 公夫 

所 在 地 福島県福島市中町５番１８号 

根 

拠 

規 

定 

地方自治法施行令第１６７条の２第１項 

■２号 その性質又は目的が競争入札に適さないもの  

□３号 障害者施設等により製作された物品の買入れ、シルバー人材センター及び母子福

祉団体からの役務の提供を受ける契約 

□４号 新規事業分野の開拓事業者により生産された新製品の買入れ  

□５号 緊急の必要により競争入札に付することができないとき  

□６号 競争入札に付することが不利と認められるとき  

□７号 時価に比して著しく有利な価格で契約を締結することができる見込みのあるとき 

□８号 競争入札に付し入札者がないとき、又は再度の入札に付し落札者がないとき 

□９号 落札者が契約を締結しないとき 

随

意

契

約 

理

由

の 

説

明 

【具体的に記入すること】 

 本業務は、南相馬市原町区小山田地内外の森林整備業務、路網整備工事、放射性物質拡

散防止対策工事の総合監理業務である。当該総合監理業務においては、年度別事業実施計

画の作成業者が森林整備等の設計内容を熟知しており、最も効率的に業務を行うことがで

きるため、上記業者と随意契約するものである。 

 

 

 

 

 

工事等担当課名 〔 農林整備課 〕 

※地方自治法施行令第１６７条の２第１項第１号は、競争入札に付さないことができる

としたものであるため、当該理由書の作成を要しないものとする。 


